
令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

令和３年度高齢者相談センター（地域包括支援センター）評価　評価結果

※習志野市の要求水準

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

1 A A A A A

2 A A A A A

3 A A A A A

4 A A A A A

5 A A A A A

6 A A A A A

7 A A A A A

8 A A A A A

9 A A A A A

10 A A A A A

11 A A A A A

12 A A A A A

13 A A A A A

14 A A A A A

15 A A A A A

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった

評価A

評価B

評価C

評価D

評価E

評価指標に示された取り組みを行っている。

評価指標に示された取り組みの検討をしているが着手していない。

評価指標に示された取り組みを行う検討がなされていない。

評価指標を上回る取り組みを行って大きな成果を上げている。

評価指標に示された取り組みを行って一定の成果を上げている。

高齢者相談センター　５段階評価基準

評価指標　② 職員の業務分担が明確になっており、適正に、機能しているか。

評価指標　③ 進行管理の責任を明確にするため、高齢者一人ひとりに主担当を
決める基準やしくみが明文化されているか。

　中項目５　【３職種の協働】
高齢者相談センター全体で高齢者に対して情報の共有や相互の助言等を通じて３職種が協働して「チーム」として支援
の目標に向かって連携して対応しているか。

大項目Ⅰ．運営体制と共通的基盤業務

　中項目１　【意義、目的の認識】
高齢者相談センターの意義を把握し、その意義に根ざした目的と基本的視点について、関係者の共通認識をつくりあげ
ているか。

評価指標　① 高齢者相談センターに求められる３つの意義を把握しているか。

評価指標　②高齢者相談センターの目的と基本的な視点を把握しているか。

評価指標　③意義や目的、基本的な視点を関係者が共有しているか。

　中項目２　【計画に基づく運営】
高齢者相談センターの年度計画および中長期の目標と計画を策定し、それに沿った運営がなされているか。

評価指標　①３職種が常に情報を共有し、相互に連携・協働及び役割分担をしな
がら４つの業務を行っている。（例：困難ケースなど）

評価指標　② 全職員が連携して対応できるように相談内容は共有できる形式と
なっているか。

評価指標　③ 職員ミーティング等を行い、事例や対処方法など情報の共有化を
図っているか。

評価指標　③　高齢者等が相談に行きやすくなるような、アプローチの工夫がなさ
れているか。

　中項目４　【役割の明確化】
高齢者相談センターの各々の職員がお互いの業務と専門性を理解し、責任体制も明確にしているか。

評価指標　①法人責任者・センター長の役割が明文化され、その役割を職員が理
解しているか。

評価指標　① 高齢者相談センターの年度計画および中長期の運営計画は、関係
者の意向を踏まえて策定されているか。

評価指標　②　定めた計画内容を、計画的に実施し、実効性を高める工夫をして
いるか。

評価指標　③ 計画は定期的に評価され、必要に応じて見直しがされているか。

　中項目３　【立ち寄りやすさの配慮】
センターへの立ち寄りやすさ、案内のわかりやすさなど、利用者への配慮がなされているか。

評価指標　①　体の不自由な方も利用しやすいよう、バリアフリー化など配慮がな
されているか。

評価指標　②　案内看板の掲示など、高齢者にわかりやすい表示がされている
か。
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

16 B B B B B

17 A A B B B

18 A A A A A

19 B A B A B

20 B A A A A

21 A A A A A

22 A A A A A

23 A A B A A

24 A A B A A

25 A A B A A

26 A A A A A

27 A A A A A

28 A A A A A

29 A A B A A

30 A A B A A

31 B B B B B

32 A A A A A

33 A A A A A

評価指標　①利用者個人に個人情報の保護の方法と利用目的について説明を
し、同意を得ているか。

評価指標　②利用者の個人情報について医療機関や民生委員等に提供する事
がある旨を利用者に対して説明をし、同意を得ているか。

評価指標　③利用者の個人情報を提供していただく医療機関や民生委員等に高
齢者相談センターの個人情報の使用目的を説明しているか。

評価指標　②　地域住民に高齢者相談センターの役割を理解していただくための
機会を設けているか。

評価指標　③　広報をする際、住民にわかりやすくするための独自の方法を考
え、実行しているか。

　中項目10　【情報保護の仕組み】
利用者から知り得た情報を、部外者のアクセスから保護する仕組みが整備されてるか。

評価指標　①　高齢者相談センター内の個人情報を部外者からのアクセスから保
護する個人情報保護規程があり、パスワード等の管理がされているか。

評価指標　②利用者の記録等個人情報の取扱いについてのルールが確立してい
るか。

　中項目11　【個人情報保護の同意】
利用者に対して個人情報の保護と利用目的について説明し同意を得ているか。

評価指標　③　自治会等地域活動組織や社会福祉協議会など既存の機関と連携
し、地域のネットワークの拡大及び質の向上に取り組んでいるか。

評価指標　④　新たなネットワークの構築やネットワーク機能の充実に向けて働き
かけを行っているか。

　中項目９　【地域住民への理解促進】
高齢者相談センターとは何かについて、地域住民に対して知っていただけるように様々な工夫を行い、理解を求めている
か。

評価指標　①　事業所独自で作成した高齢者相談センターのチラシ、情報誌等が
あるか。

評価指標　③ センター内で、研修内容の報告等を行い、実際の支援に活用して
いるか。

　中項目７　【関係者等の意見の反映】
利用者や家族、関係者等が意見・要望・改善の提案をし、運営に反映されているか。

評価指標　①利用者や家族から意見・要望・改善の提案を出すことができる仕組
みが作られているか。

評価指標　②家族等から出された意見・要望・改善の提案をセンター内で協議し
て、運営に反映されているか。それが家族等に伝わっているか。

評価指標　③ 家族からの意見・要望・改善の提案の仕組みやその実施内容をチ
ラシや掲示等を使用して地域の方々に伝えているか。

　中項目８　【地域包括ケアシステムの位置づけ】
地域包括ケアシステムは高齢者相談センターの基盤整備のために各職員に共通する業務として明確に位置づけられて
いるか。

　中項目６　【人材育成】
全職員が能力向上できる仕組みを整備し、計画的な人材育成を行っているか

評価指標　①高齢者相談センターの業務に必要な能力向上のため、計画的な人
材育成に取り組んでいるか。

評価指標　②個々の職員の能力向上の意向を把握し、それを考慮する仕組みが
あるか。

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった

評価指標　①　「地域ケアシステム」の定義と意義を理解し、センター内の体制を
整えているか。

評価指標　②　医療機関と介護事業者等とのつなぎ役として、それぞれに連携し
やすいように工夫されているか。
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

34 A A A A A

35 A A A A A

36 A A B A A

37 A A B A A

38 A A B A A

39 A A C A A

40 B A B A A

41 A A A A A

42 A A B A A

43 A A B A A

44 A A A A A

45 A A A A A

46 A A A A A

47 A A A A A

48 A A A A A

49 A A A A A

50 A A A A A

51 B A B B B

　中項目６　【対応手順の明確化と適切な対応】
訪問の手順が明確にされ、適切な情報収集と対応がなされているか

評価指標　①誰に対していつ、どのような目的で訪問を行うか、抽出基準が明確
にされているか。

評価指標　②どの職種の職員がいつ、どのように訪問するか等訪問の手順が明
確にされ、適切な情報収集と対応がなされているか。

評価指標　③訪問を拒否された場合の対応方法、訪問が拒否されない工夫が蓄
積されているか。

評価指標　②多様な地域の関係機関・団体から情報を入手できるよう、顔の見え
る関係作りに努めているか

評価指標　③多様な情報ルートから、実際の地域住民に関する情報を把握してい
るか

　中項目５　【緊急性の適切な判断】
初期段階での相談内容から、利用者の置かれた状況を的確に把握し、緊急性を判断した上で適切な対応を検討し、実
行されているか。

評価指標　①様々な相談形式、相談内容に対応できるしくみがあるか。

評価指標　②緊急性を判断する基準が明確にされており、緊急性を判断した場合
には必要な対応がなされているか。

評価指標　③利用者情報を的確にまとめて、必要とする制度・施策・サービス機関
の情報を的確に利用者に提供しているか。

　中項目３　【地域の福祉力強化への寄与】
地域の社会資源を理解し、地域資源が的確に活用され、地域の福祉力強化に寄与しているか。

評価指標　①　 既存の社会資源を地域住民の課題やニーズに合わせて改善する
働きかけを行っているか。

評価指標　② 地域住民の課題やニーズに応じて、社会資源を開発しているか。

評価指標　③　当事者や地域住民の福祉活動を支援する仕組みがあり、実行さ
れているか

　中項目４　【要支援高齢者の把握の工夫】
支援を必要としている高齢者を把握できるようなしくみ・工夫・働きかけがなされているか

評価指標　①市からの情報以外にセンター自らの取り組みで生活機能の低下が
みられる人々を把握しているか

評価指標　②医療関係機関や、介護事業所など、地域のフォーマルな資源情報を
把握し、活用しているか。

評価指標　③自治会、ボランティア、老人会、サロン等地域のインフォーマルな資
源の情報を把握し、活用しているか。

　中項目２　【地域の課題分析】
担当地域の特性と、居住している高齢者のニーズを把握し、課題を分析しているか

評価指標　① 担当圏域を小区分に分類し、小区分ごとの特徴と、地域住民の実
態を把握しているか

評価指標　②　担当地域の地域住民の実態を的確に把握するための工夫をして
いるか

評価指標　③　担当圏域の地域住民が抱えている課題を分析しているか

　中項目１　【多様な社会資源情報の把握と活用】
幅広い行政サービスや、地域のフォーマル、インフォーマルな社会資源の情報を把握し、支援に活用しているか。

評価指標　① 保健福祉サービスや、幅広く活用できる行政サービスを把握し、活
用しているか。

大項目Ⅱ． 総合相談支援業務

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

52 A A A A A

53 A A A A A

54 A A A A A

55 A A A A A

56 A A B A B

57 A A A A A

58 A A A A A

59 A A A A A

60 A A A A A

61 A A A A A

62 A A A A A

63 A A A A A

64 B B B B B

65 A A A A A

66 A A A A A

67 A A A A A

68 A A A A A

69 A A A A A

　中項目５　【困難事例への対応体制】
困難事例を確実に把握するために、各専門職が連携し、迅速なアセスメントと対応策を実施し、高齢者相談センター全体
で対応する体制が整えられているか。

評価指標　① 困難事例を早期に発見するしくみ・工夫があるか。困難事例の定義
を全職員が理解しているか。

評価指標　② 介護サービス事業所、介護支援専門員からの困難事例を、的確に
把握、対応するしくみが整理されているか。

評価指標　③ 各専門職が連携して対応する体制が整えられ解決に向けて動けて
いるか。

評価指標　④ 困難事例を見守るネットワークをつくって、継続してそのネットワー
クに対して支援を行っているか。

評価指標　②高齢者虐待の疑いがある場合の対応手順がマニュアル化し共有さ
れているか。また、マニュアルの沿った対応が行われているか。

評価指標　③ 高齢者虐待防止のために、地域へ情報提供がなされているか。

評価指標　④高齢者虐待防止ネットワークの構築に向けた働きかけがなされてい
るか。その効果が上がっているか。

　中項目４　【通報への適切な対応】
高齢者虐待の通報に対し、市や関係機関と連携し、適切な対応を行っているか。

評価指標　①高齢者虐待通報に対し、市と連携して、情報収集し、事実確認を
行っているか。

評価指標　②関係機関との連携をとり、適切に対応しているか。

評価指標　③成年後見制度の申立に必要な地域の医療機関や後見人を推薦で
きる団体と連携できているか。

　中項目２　【適切な利用支援】
成年後見制度を利用するか否かについて、適切な判断基準のもとで可否を決定し、適切な申し立てが行われるように支
援しているか。

評価指標　①成年後見制度の利用可否の判断基準は明確であるか。

評価指標　②成年後見制度利用を支援するしくみは確立されており、実施されて
いるか

　中項目３　【虐待防止ネットワーク構築】
高齢者虐待の防止と支援を行う体制が整えられており、高齢者虐待防止ネットワークの必要性について理解し、ネット
ワーク構築に向けて地域住民を含めた働きかけを行っているか。

評価指標　①多様なネットワークを通じて、権利擁護の支援が必要なケースの防
止、早期発見・早期対応に取り組んでいるか。

評価指標　②利用者に対して、照会するサービス・機関等の情報とその理由、個
人情報の取り扱いについて説明し、同意を得るための配慮をしているか。

評価指標　③他のサービス事業所等に紹介した場合、紹介後適切な時間をおい
て、また、定期的に関係者に連絡をして、経過を把握しているか。

　中項目１　【権利擁護事業の普及啓発】
成年後見制度や日常生活自立支援事業が活用されるために関係団体と連携体制が整えられ、利用方法など地域に対
する広報が実施されているか。

評価指標　①  成年後見制度、日常生活自立支援事業を普及させるための地域
住民に対する広報等を実施しているか。地域住民が相談に来ているか。

評価指標　②日常生活自立支援事業（旧：地域福祉権利擁護事業）の情報の提
供や関係機関へのつなぎ等の援助を行っているか。

　中項目７　【継続的な支援の実施】
個々の利用者に適切なサービス・制度・機関へつなぐしくみが構築され、円滑なつなぎと継続的な支援が実施されている
か。

評価指標　①自分の事業所で解決する方法が確立され、他の事業所が対応した
方が良いと考えた場合にもたらい回しにしないよう配慮されているか。

大項目Ⅲ．権利擁護業務

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

70 A A A A A

71 A A A A A

72 A A A A B

73 A A C A A

74 A A C A A

75 A A A A A

76 A A A A A

77 A A A A A

78 A A B A A

79 B B B B B

80 A A B A B

81 A A B A A

82 A A A A A

83 A A A A A

84 A A B A A

85 A A A A A

86 A A A A A

87 A A A A A

評価指標　②ケアプラン作成指導をするにあたり、指導の根拠となる明確な基準
が存在し、介護保険の基準と合致しているか。

評価指標　③介護支援専門員に対する個別指導は、地域の介護支援専門員に
気づきを促し、実効をあげているか。

大項目Ⅴ．介護予防ケアマネジメント

　中項目１　【主体性を引き出す支援】
介護予防事業の対象者に対して、継続的に状態の維持・改善に取り組めるよう主体性を引き出す支援を行っているか。

評価指標　②支援困難事例の相談を受けた後、どのように対応するか対応手順
などを明確にしているか。

評価指標　③ 支援困難事例に対応できる関係者・機関を把握し、それぞれの状
況に応じてつなげられる関係が構築されているか。

　中項目２　【関係機関との連携等の支援】
地域の介護支援専門員自身が、関係機関と連携・協働できる環境を整えているか。その支援を行っているか。

評価指標　①地域の介護支援専門員に対して社会資源に関する情報を提供し、
社会資源を利用できる仕組みを整備しているか。

評価指標　②地域の介護支援専門員に対して、主任介護支援専門員を中心とし
た研修機会を設けているか。

評価指標　③地域の介護支援専門員が十分に活動できるように、関係機関（特に
医療機関）との連絡調整または、連携のための働きかけをしているか。

評価指標　①消費者被害について消費生活センターと定期的に情報交換をし、消
費者被害の実態についてすべての職員が理解しているか。

評価指標　②消費者問題や被害に関する情報を、関係者に伝える活動をしている
か。

評価指標　③消費者被害の事例に対応するしくみが確立しているか。

　大項目Ⅳ．包括的・継続的ケアマネジメント

　中項目１　【介護支援専門員への側面支援】
介護支援専門員の相談窓口、ネットワークの形成、情報提供、研修をはじめとした様々な取り組みを実施して、介護支援
専門員の不安を取り除き、安心して活動できるよう側面から支援する取り組みがなされているか。

評価指標　①地域の介護支援専門員からの相談窓口として、対応するための体
制を整備しているか。

評価指標　③ 職員一人当たりのケアプラン担当数は、十分な支援が行える適正
な数になっており、高齢者相談センター本来の業務に影響がないように調整され
ているか。

評価指標　①事業対象者の把握に努め、対象者の生活機能向上の視点に即した
アセスメントを行っているか。

評価指標　②個別な計画書を作成し、定期的にモニタリングを行い、必要に応じて
計画の見直しを行っているか。

評価指標　③事業対象者に対し、 地域の様々な活動への参加促進や主体性を
引き出すよう支援を行っているか。

　中項目２　【効果的な予防支援】
予防給付（要支援１・２）の対象者について、介護予防に向けたニーズを把握し、継続的にモニタリングを行い効果的な予
防支援に取り組んでいるか。

評価指標　①一人ひとりの高齢者にそって、その人の生活状態を改善する自立支
援をめざしたケアプランを作成し、実施しているか。

評価指標　②定期的にモニタリングにより、高齢者の状況の変化を確実に把握
し、ケアプランの評価・見直しを適切に行っているか。

　中項目３　【介護支援専門員に対する個別指導】
介護支援専門員に対して、明確な基準のもとでケアプランが確認され、介護支援専門員に気づきを促すケアプラン作成
指導・助言が行われているか。

評価指標　①利用者の希望、関係者のニーズに即したケアプラン作成指導研修
が行われているか。

　中項目６　【消費者被害解決の対応】
消費者被害を予防するために様々な工夫をし、消費者被害を把握した場合には、適切に対応し解決に向けて動いている
か。

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

谷津 秋津 津・鷺 屋敷
東習志

野

88 A A A A A

89 A A B A A

90 A A A A A

91 A A A A A

92 A A A A A

93 A A A A A

94 B A B A B

95 A A A A A

96 A A A A A

97 B B B B B

　各センターにおける評価指標ごとの評価では、いずれのセンターにおいても、評価
が「D」又は「E」となるものはなかった

評価指標　② 委託事業者との業務上のやり取りがスムーズに確実に行えるよう
に様式等を整える標準化・簡略化などの工夫がされているか。

評価指標　③ その他、委託事業者と良好な関係を構築するための工夫・配慮をし
ているか。

評価指標　④ 予防給付のケアプランを委託する居宅支援事業所の選定は、より
よいところを公平に選択できるようにされているか。

　中項目２　【認知症施策の啓発】
認知症施策の周知、改善に関する取り組みを行っており、サポーターの養成や認知症予防の活動が積極的に行われて
いるか。

評価指標　① 認知症サポーター養成講座等、認知症に対する啓発が行われ、家
族を含む、認知症の方を支援する地域の取り組みを行っているか。

評価指標　② 認知症に対する講習会等を開催して、認知症に関する知識を地域
に伝達し、予防の面からも認知症に対する支援を行っているか。

評価指標　③ 認知症の方について十分な支援を行い、地域の医療機関とも連携
をして改善に向けての取り組みが行われているか。

　中項目３　【事業者との良好な関係構築】
業務委託を行った居宅介護支援事業者と良好な関係を構築するための工夫・配慮を行っているか。

評価指標　① 委託事業者が作成したサービス計画をどのような視点でどの部分
をチェックするか、といったしくみが確立しているか。

　中項目１　【地域包括支援ネットワーク構築】
地域包括支援ネットワーク構築に向けた取り組みを行っているか。

評価指標　① 民生委員、自治会、老人会等の会議などに出席し、また、その行事
等にも出席して、高齢者相談センターの地域に対するかかわりが十分に持たれる
ようになっているか。

評価指標　② 包括的ケア推進のため、地域ケア会議を、計画に沿って多様な関
係者に出席を呼びかけ、効果的な内容で実施しているか。

評価指標　③ 地域の医療関係者との情報の交換や共有ができるような取組みを
行う等、連携が図られているか。在宅医療関係者との関係を構築しているか。

大項目　Ⅵ．その他の業務
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令和４年3月１7日
令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

全体講評の概要

①コロナ禍での支援体制整備の充実
会議、研修の人員制限等のためネットワーク構築の機会
が減少傾向にある。その中でもzoomの環境を整える等、
コロナ禍でも研修機会やネットワーク構築の機会が確保
できるよう環境整備をすすめたい。

②成年後見制度の普及啓発、利用促進に向けた取り組
みの継続
「つどいの場」等、住民の集まる場所で成年後見制度等、
権利擁護に関する勉強会を開催したい。運動や体操教室
とのコラボ企画や地区別のくらしの応援団の会議等で勉
強会の機会をもらえるよう働きかけたい。

③地域住民が在宅で自立した日常生活を送るための地
域活動支援の強化
新しい職員も入り、地区担当制にしたので、顔の見える関
係から活動支援を再構築していきたい。見守りネットワー
ク登録事業者や郵便局、銀行窓口等から対応に苦慮して
いる等の連絡が入った際は訪問し今後の連携体制を模
索していきたい。

谷
津

秋
津

津
田
沼
・
鷺
沼

①コロナ禍での地域活動の継続
コロナ禍で地域活動が縮小するなか、会場と交渉し、
人員制限と感染対策を講じてサロン活動を継続でき
た。現在は抽選から漏れてしまう方もいるほど、盛況
な状況。

②広報誌を通じセンターの取り組みの周知の発信拡
大
地域の関係者や住民への介護予防や閉じこもり防止
に向けた取り組み状況や活動を広報誌を用いて定期
的に発行を継続している。配布場所を増やし周知先
が増えている。法人本体のホームページを利用しイン
ターネットでの広報活動を計画している。
 
③多職種による支援体制の確立
困難事例だけでなく、個々のケース情報共有し、介入
のタイミングを逃さないよう努めている。毎朝のミー
ティング、定例会議等、情報を共有し、主担当者が不
在でも他の職員でも支援がスムーズに流れるよう努
めている。

①認知症高齢者が住み慣れた自宅で安心して安全に生
活できる環境整備を充実
認知症サポーター養成講座を積極的に開催し、地域の
見守りの目を増やすことができた。徘徊高齢者の近隣住
民、認知症高齢者の家族や担当民生員、高齢者相談
員、新規事業所に受講を呼びかけ、環境整備に努めた。

②困難ケースの対応に努め、新たな医療・介護関係者と
連携し幅広い対応を実施
コロナ禍で認知症、精神疾患をもつ高齢者、家族力が弱
い、生活困窮の高齢者支援などが増加傾向であった。
そのため、新たな県内の医療機関や地域の介護保険関
係事業所とも連携し、医療保護入院、長期入所、サービ
ス調整などの幅広い相談対応を行うことができた。
 
③フレイル予防・権利擁護・介護保険制度や社会資源活
用の啓発活動の充実化
コロナ禍で運動・外出機会が減少している高齢者に意欲
低下・食欲低下がみられていたため、広報誌に介護予
防の体操・低栄養予防の情報や熱中症対策を掲載し
た。さらに閉じこもることで起こりうる虐待、詐欺被害、消
費者被害防止の情報を掲載し、注意喚起を行った。広報
誌発行のタイミングや掲示場所等を、より効果的になる
よう職員間で検討した。手渡しで配布し内容を呼びかけ
ることで、地域高齢者との対話に繋げ、現状把握の機会
とした。

改善点良い点

①地域住民とのネットワークの定着
高齢者相談センターの周知が進み住民からの相談が増
加した。コロナ禍でも住民活動や市の介護予防事業に
足を運び、参加者の身体状況等の把握をおこなってい
る。リーダーとなる住民と連携できており、必要時連絡を
取り合ったり協力し合ったりしている。今後も介護が必要
となる前からの関係づくりに一層力を入れていきたい。
 
②認知症の啓発にむけての取り組み
キャラバンメイトや住民と準備を進めている。
新人キャラバンメイトが増員し、連絡会を開催した。コロ
ナ前に行っていた人形劇をつかったサポーター養成講
座などについて、今後も活動を拡げていけるよう継続し
て話し合っている。

③職員間の情報共有の仕組みの確立
個々が成長しチームアプローチに幅ができている。
情報共有の仕組みが定着している。虐待・成年後見絡
み・対応困難な認知症・ごみ屋敷・多問題家族などは複
数で担当し意見交換をしながら方針を決めており、利用
者にとっても、より専門的・客観的視点が活かされた解
決に導くことが出来ている。多様なケースを担当すること
で個人だけでなく全体の成長につながっている。コロナ
禍では自己研鑽に努めた。

①地域ケア会議、第2層協議体の理解にむけて進めていく
会議の目的・役割について参加者に理解してもらうことが難
しい。引き続き分かり易い会議の運営や説明をしていく必要
がある。良い点であげた人形劇の取り組みは、自主的な活
動かつ実践事例でもあるので大事にし、その地域力を他の
事業にも活かしたい。コロナ禍で啓発活動が先細らないよ
う、自主的に活動できる会議の内容・テーマ・アプローチの工
夫をしたい。

②地域の担い手拡充のための新たなネットワークの検討
既に活動している担い手は掛け持ちで役割を持っており多
忙。主となって動ける方が少なく、今後新しい担い手をどう発
掘し活動してもらうかが課題。若い世代や今まで関わりのな
い方々との新たなネットワークに目を向けていく必要がある。

③相談台帳、記録のパソコン管理を進めていく
個人の相談台帳のデータ化を進め、現在はパソコン検索が
可能。それにより迅速に効率よく仕事を進められているが、
基本情報や経過記録もパソコンで管理していけるよう検討し
ている。紙ベースでの記録の保管場所に苦慮しているが、全
てをデータ管理することは膨大な作業のため、どこまでパソ
コン管理していくか等検討中。

①認知症高齢者の支援体制の整備と関係機関などとの連
携の強化
認知症高齢者が自宅で自分らしく生活できるための継続的
な見守り支援が必要。そのため、認知症キャラバン・メイト、
地域関係者とのより強固な連携を図るための仕組みづくりや
認知症サポーターの活用を模索していく必要がある。
 
②地域住民や関係機関との連携・関係性の構築と地域課題
の把握
困難事例は、民生委員、高齢者相談員、関係機関などと連
携し高齢者を支援するチームとして対応するなかで、地域課
題を引き続き把握していく必要がある。未曾有の事態で浮き
彫りになった地域課題を把握し、課題解決に向けての方法
を模索していく。
 
③地域社会資源の情報提供・活用方法の模索
コロナ禍で社会資源の情報発信の重要性を再認識した。今
後は定期的に広報誌や地域で開催されるミニ講話を通して
社会資源の情報提供し、活用していただけるような工夫をし
ていく必要がある。また、地域住民との話し合いの中で圏域
高齢者に発信できる情報を地域住民とともにまとめていくこ
とができるよう方法を考えていく。
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令和３年度第２回介護保険運営協議会資料

審議事項（１）

良い点 改善点

①地域ケア会議実施方法の検討
・オンラインを活用した方法、担当者が地域の拠点に足を
運んで小規模での開催等を企画していく。
・地域包括ケアシステムの推進を目指す会議内容を検討
する。
 
②地域の新たな担い手を発掘するための取り組み
・関わりの少ない地域へのアプローチを行い、新たな担い
手を発掘する。
・現役世代、子育て世代など、アプローチする対象を拡大
し、働きかける方法について検討する。
 
③三職種の専門性を活かした更なる相談対応の能力の
向上
・複合的、多問題を抱えるケースの対応するため、各職員
の資質の向上を図っていく。
・ソーシャルワークの視点と方法をマニュアルに追記す
る。実践に活かすため、所内勉強会の内容の充実、ケー
ス検討の手法を検討する。

①認知症サポーター養成講座のさらなる有効活用
サポーターの活動支援やサポート事業所との連携を深め
ると共に、事業所の増加に向けての働きかけを行ってい
く。

②２層協議体において、作成し全戸回覧した買い物支援
マップ「人人マップ」の評価見直し。
高齢者に注目し作成したマップを多世代の人が活用でき
るようなマップになるように改善していきたい。

③関係者同士の連携強化
地域ケア会議にて様々な事例を取り上げ、関係者同士の
連携強化をおこなって行きたい。

屋
敷

東
習
志
野

①地域関係者とのネットワークの構築と連携体制によ
る地域福祉力の強化
・地域に積極的に赴き、地域関係者や関係機関、医
療機関等との関係構築を継続し、新たな連携を生み
出す事ができた。高齢者の生活状況、地域課題等に
ついて、共に協議する機会が増えた事により、セン
ターの機能や役割の理解が進み福祉力の強化に繋
がった。

②生活支援体制整備事業と一般介護予防事業の連
動による地域活動の充実
・住民らの健康意識の高さと主体性を尊重し、心身の
セルフケアやフレイル予防に関心を寄せ、継続的な活
動に発展させることについて、地域住民と同じ目線で
検討できた。
・地域住民と共に検討を蓄積したことにより、具体的な
取り組みにつながった。
 
③チームアプローチによる支援体制の強化と事業運
営の充実
・三職種が専門性を活かし、相互に情報共有し、協議
して業務を遂行できた。
・他機関とのカンファレンスで適切な役割分担を協議
でき、コーディネート力向上が図れた。
・工程表、目標設定等の業務管理が定着。

①地域資源の充実に向けた取り組み
笑学校の拠点増加，各笑学校での体力測定（評価），
２層協議体，ラジオ体操の指導等を行ってきた。広報
活動にも力を入れた。（SNSや紙媒体の充実）

②認知症施策に対する取り組み
認知症サポーター養成講座の土曜・年２回の開催維
持、東習志野コミュニティセンターと共催のこどもサ
ポーター養成講座を継続していく。キャラバンメイトの
会（ひまわりの会）において認知症に関する資源マッ
プを作成し住民や関係機関に配布した。サポーター交
流会や圏域内のグループホーム連絡会の開催も継続
していく。

③生活支援体制整備事業の充実を目指した取り組み
２層協議体の取り組みの充実。地域住民や介護・福
祉関係機関だけでなく生協やコンビニなど多様な主体
構成し開催してきた。参加者からの情報提供や地域
課題の分析等を行い、人人（にんじん）マップの更新し
配布することができた。
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